
第 3回通常総会議案書

平成 27年 6月 l① 日

於 :大観荘せ,なみの湯

公益社団法人 村上法人会



議 事 次 第

1.通 常 総 会

(1)開 会 の 辞

(2)会 長 挨 拶

(3)議      事

(4)来 賓 祝 辞

(5)閉 会 の 辞

2.表  彰  式

・優良経理担当職員表彰

・退任役員功労者表彰

議事録署名人選定

報 告 事 項

1)理事会承認事項

平成26年度 事業報告

平成 27年度 事業計画

平成27年度 収支予算

2)その他

決 議 事 項

第 1暑議案 平成26年度決算報告承認の件

第2暑議案 役員改選 (案)承認の件

第3暑議案 その他



【理事会承認事項】 平成 26年度事業報告

平 成 26年 度 事 業 報 告
1.概  況
村上法人会は、平成26年4月 1日 付で公益社団法人に移行し、2年目を迎えた平成26年度は 1年を通 じて税や地域活性化に寄与する公益事業活動に積極的に取り組む
「公益法人」としてのありかたにも、さわしly h組織になるべく、事業内容の見直し等に
電|き続き取り組みました。
主な活動では、公益関係は、税を巡る諸環境の整備改善事業として、税に関する研
修会やセミナー、専 P日家等 |こょる講演会、税知識の普及や広報、今後も望ましい税制
のあリカをまとめた「税制改正の提言」の関係機関への要望活動等、法人会の原点で
ある「税」に関する活動を実施しました。
また小学校を訪問しての租税教室の開催に加え、ョ|き続き絵はがきコンクールを実
施しました。

事業活動では、法人会の原点である「税法・税務Jを中bに研修会・講演会等を開
催しました。その際、公益法人として会員以外の一般市民にも参加を呼びかけ、税に
関する新ししヽ情報の解説や、冊子の配布により、税知識の普及拡大に努めました。
また、地域社会の経済的、社会的環境の整備・改善等を図るため、講演会やセミナ
ーの開催、地域の橘祉問題iや環境問題の改善に資するため、社会福祉施設への慰間、
タイルの寄贈をおこなしヽました。
共益関係は、会員支援のための親 B空・交流及び会員企業の発展向上に資するための
福示J厚生事業、会員増3蜜運動による組織の充実 。強化、「村上法人会だより」ゃホー
ムページ等による広報活動、青年・女性部会の充実等に努めました。
各支部活動については、独自に事業活動を実施しており、公益法人への移行により、
会員企業に加えて、商ェ会等と共催するなど一般市民をも対象とした研修会や講演会
などを開催している。
管理関係につしヽては、公益法人制度改革を踏まえ、諸規定の整備や諸会議の開催及
び県連、他単位会などとの連携を図るとともに、法人会事業活動体制の確立について
管理運営に努めました。

2.公 益 関係
1.税を巡る諸環境の整備改善事業
(1)税に関する研修・ セミナー事業
0 各研修会・ セミナー事業
平成26年度の税に関する研修・セミナー実施状況は、税制改正を中|いに、
法人会の原点である「税」を中心とし/た研修会及び経営財政を取り巻く諸問題
に役立つ研修会をより多く実施しました。
開催状況は、次のとおりです。

項 目局」研 修 会 開 催 状 況

テーマ      参加人員  実施回数   講師名
経営・経済関係研修    30 1回    にしヽがた産業倉」造機構



税よもやま話
税務研修

事業承継セミナー

51
395
13

1回   宮澤―成 村上税務署長
11回    村上税務署担当官等
1回   大同生命保ln~隅

14回合  計    489名

② インターネットセミナーの提供
当法人会ホームページ上ネットで配信されるセミナーは、l① ①タィトル以
上の講師によるセミナーを24時間しヽつでも無料でご覧しヽただけます。
この各種セミナーの内容は、税務・経営・労務・健康等のタイ トルで経営者
として矢□ってお<べき多彩なセミナーと各劣野の専門家の講師陣を揃え、平成
26年度のアクセス数1,327回を数えております。

(2)租税教育活動
イ.公益法人としての蕎年部会の大きな柱として「租税教育活動」のより積極的
な展開を図るため、租税教窒講師研修等に参加し、税務署税務広報広F恵宮の指
導を受け「租税教室」を実施し、租税教育の事業に取り組みました。

① 租税教室講師研修 (玉催 i村上税務署・岩船地区租税教育推進協議会)
固 時  平成26年 l①月 28日 (火 )
会 場  村上税務署 安ミ議窒
研修内容 租税教窒の進行の仕力について
研1夕講師 新潟税務署 税務広報広輛宮
参加者  5名

121全法連 第28□法人会全国青年の集い「秋田大会」・苫B会長サミット
日 時 平成26年 11疾12① 日 (木)～ 21日 (金 )
会 場 秋田県民会館 他
内 容 1 租税教育活動プレゼンテーション
2部 会長ウェルカムパーティー
(3郡会長サミット
4大 会式典・記念講演
6懇 親会

出席者  1名

③ 岩船地区租税教育推進協議会定期総会
日 時  平成26年 5月 26日 (月 )
会 場  村上市生涯学習推進センター 会議室
議 題  1 平成25年度事業報告につしヽて
2岩 船地区租税教育推進協議会会貝」改定について
3平 成26年度事業計画 (案)について
4そ の他

出席者  1名



□,児童・生徒等若者を対象とした税の啓発用アニメ冊子「おじいさんの赤しヽつ
ぼ」 (大蔵財務協会)「クィズだゼ

主)」

を租税教窒を開催する小学校に酉己布
した。 (管内」ヽ学校2①校、65①苫[

(3)税の広報活動
イ.会報「村上法人会だより」の発行及び全法連機関諭「ほうじん」の配布
税、経営等に関する最新の情報を提供するため、「村上法人会だより」を年
2回 (第48、 49号 )発行し、全法連の機関諭「ほうじん」 (年4回 )を会員
及び一般向けに無料|で配布しました。

□。新間による税の広報
「e―taX」 の利用促進を図るため、地元紙の村上新間及びサンデーしヽわふね
の7月 27日・ 1月 1日暑におしヽて「法人会は、ィータックスを推奨していま
す。」と掲載しまし/た。

ハ.ホームページによる税の広報
各種研修会の開催案内やインターネットセミナーの活用案内を掲載し、一般
市民にも参加をB平びかけました。

(4)各種研修用教材等の配布・貸出
税法・税務関係の研修会については、法人会の研修事業の中心であり、平成
26年度においても各種テキス ト等を研修会の開催時等に会員及び一般市民に
配布しました。

配布・貸出した資料等
1.平成 26年度版「税制改正のあらまし」
2.平成 26年度版「会社役員のための確定申告実務ポイント」
3.平成 26年度版「源泉税実務のポイントJ
4.平成26年度版「会社取ヨ|を巡る税務Q&A」
6.平成 26年度版「会社の税金ガイドブック」
6.平成26度版「会社の決算・申告の実務」
7.平成 26年度版「税制改正のあらまし」 (速報版)
8。 「特別徴収で納めましょう !」

9.「法人会のご案内」リーフレット
10.し ちヽごプロジェク ト パンフレット・ うちわ
11.自玉点検ガイ ドブック
12.第 2回「税に関する絵はがきヨンクール」応案作品募集チラシ
13.「 e― Ta×」、消費税改正関係チラシ等
14.「法人会の福利厚生制度」パンフレット
15.租 税教育用「 |おじしヽさんの赤いつぼ」アニメ冊子、「クイズだゼィ !」
アニメ冊子、 1⊃VD「マリンとヤマ ト不思議な国曜日」



2.税制提言活動

(1)税制改正に関する提言の概要
本年度も「今後の望ましい税制のあリカ」を基本テーマに設定し、国・地
力を通 じて徹底 tノた行財政改革の推進と中小企業の置かれてしヽる厳 しい状
況を踏まえ、中小企業の活性化に配慮した提言を取りまとめた。
さらに「税制改正に関するアンケート調査」の実施結果もあわせて、6月
13日付けで全法連へ提出しました。

(2)税制改正要望大会への参加
[開催日] 平成26年 l①月 16日
[会 場] 宇都宮市 栃木県総含文化センター
[来 賓] 国税庁長宮   林 信光 氏 関東信越国税届長 川上尚貴 氏

宇都宮税務署長 吉池□E― 氏   栃木県矢□事  福日富― 氏
宇都宮市長   佐藤栄一 氏          外 14名

[出席者] 1名

要 望 大 会

平成27年度税制改正に関するスローガン

○ まだ道半ば。
国・地力とも聖域なさ行財政改革の推進を !

○ 厳しい経営実態在踏まえ、
中小企業の活性化を図る税制を 1

① 法人の実効税率を200/。合にSIき下げ、
軽減税率も 15%の本貝」化とする見直しを |

○ 本格的な事業承継税制を確立し
地i或経済を支える中小企業に配慮を 1

(3)要望実現のための要請活動の展開
全法連、各県連及び単位会とも要望実現のための要望活動を展開し、県連にお
しヽては管内選出の衆参:各国会議員及び熙知事、県議会議長に対して行しヽました。
村上法人会としては、平成26年 12月 15日 。18日 に会長及び税制委員長が、
村上市役所におしヽて大滝村上市長及び板垣村上市議会議長と面会し、要請を行い
ました。

(4)法人会の税制改正要望の主な実現事項 (全法連 )
法人会が要望した項目のうち改正が行われた箇所は以下のとおりです。

(5)全法連主催 。税制委員セミナーヘの参加
日 時 平成27年 2月 17日 (火!)
会 場 ハイアットリージェンシー東京
出席者  1名



議 題 第 1講座
演 題
言商  B師

第2講座
演 題
言着  自雨

「平成27年度税制改正について」
財務省大蔵宮房審議官

「税制改革によって経済に好循環を」
―橋大学大学院経済学研究科 特任教授 日近栄治 氏

△
岡

公
８
玖
下

新潟県法連がまとめた要望事項は、以下のとおり

平成27年度税制改正要望事項

第一 経済活性化への積極的取り組み
長31<デフレからの8党却と強い日本経済構築を目指した「アベノミクス」が、
長期低迷に陥っていた日本経済に明るさをもたらしたことは事実であるが、いま
だ特に地力の中小企業には、その効果が及んでいるとはいえない。

「 3本の矢」と称する「大胆な金融政策」「機動的な財政政策」「民間投資喚起によ
る成長戦略」が、一体的かつ巻実に実行されてこそ効果が発揮されるわけで、カ
ギは成長戦略にあるといわれてしヽる。

しかし、その軸となるべき規制改革や税待」改革は、踏み込み不足の状況にあるといわ
ざるを得ない。

政府には、日本経済を支える中」ヽ企業が景気回復の波に乗れるための施策を早期に示
し、実行してもらしヽたい。

第二 徹底した行財政改革による歳出削減
5年 もヽりの年度内成立となった平成 26年度予算は、一般会計総額が 95.
8兆円。平成 25年度補正予算 5.5兆円と合せ、年度初の消費増税による反動減
を乗り越え、成長力の底上げを図るネライから過去最大規模 のものとなつた。

ただ一カで、国の借金 (国債・借入金・政府短期証券)は 1,① O③ 兆円を超える巨大
な金額となつている。

政府には、本気で行財政改革に取り組み、蔵出肖」減の徹底を図ってもらしヽたしヽ。
そのための具体策として、31き続き次のとおり要求する。
1 公務員定数の削減と給5・ 退職金の抑制及び公務員継続雇用可否の適正審査帝」度
の導入

2 議員数の肖」減及び報酬‖の見直し
3 公的資金を投入してしヽる特殊法人等の廃止及び縮小
4 公共を積極的に民間に移行
5 市 tB」村合併の効果 (経費節減)の検証
6 特別会計の抜本的改革
7 遅れている国の情報公開制度を実効性のある制度として確立すること。
8 予算の執行状況について、流用など不適正な使われ力がなされぬよう
チェックを怠らぬこと。



第三 法人・個人所得税につしヽて
税制は、公平 。中立・簡素の課税三原則に立って、広 <、 薄 <、 公平に適正な
税負担を求めてしヽくことが大切であり、国民全体が公的サービス費用を負jBする
としヽう考えで従来より課税ベースの見直しを要望してきた。
産業の空洞化を防止する観点から、法人実効税率ヨ1下げは財要と考えるが、一
方で課税ベースの拡大により税負担の軽減効果が減殺されることのな t′ よヽう慎
重な検討を求めたい。

個人所得につしヽては、累進課税区分の見直しなどが行われたが、不公平が生 じなしヽょ
う配慮すべきである。

第四 社会保障制度の改革推進について
財政と社会保障の問題につしヽては、人□減少と少子・高齢化の同 B寺進行、格

差の拡大が進むなかで国民は将来の不安がますます増大してきている。
出生率低下の理由として将来に対する不安があげられるが、まさに現在の財政危機の
中での社会保障制度についての将来不安があるものと者えられる。既に、高齢者
控除の廃止、年金の支給年齢の31き上げ、保険料の増額等、国民の負担が増加し
てきている。

議員年金問題や国家公務員共済年金との一元化問題等につしヽては早
急に対応すべきである。
公的福祉制度の民間移譲は、地汚財政の肖」減、民間雇用促進の効果も
期待できることからより強力に取り組む財要がある。
増大する社会保障費の負担は、国民全体が負うべきであり、消費税ほ
社会保障に重点的に充てるようにしてい<豚要がある。

第五 東日本大震災の復興予算について
東日本大震災の復興予算は、当初、予算枠 5年間・ 19兆円程度と見積もられ
たが、 3年目 (平成 25年度)に して 19兆円の枠を突破、予算枠は25兆円に
拡大された。そのうち平成 26年度当初予算までの累計額は23兆円超。平成2
7年度までの「集中復興期間」における復興事業贅につしヽて更なる財源確保の必
要性が生じた場合には、一般会計の税外収入などで対応することとしてし′ヽる。

復興財涼についてほ今後もヨ|き続き重い課題として残るが、極力各省庁の無駄を省き、
また知恵を出しあって税外収入の確保に努め、更なる増税に頼らなしヽよう要望す
る。

また、問題視された災書復興の拡大解釈による予算の流用などにつしヽては、決して発
生することがないょう財政規律の連守を求める。

(基 本 事 項 )
制度の改正要望事項
第一 法人税制について
地i或経済の担い手で iある中小企業は、厳ししヽ経済環境におかれていることから
改善する点が多しヽ。

このため、以下の点につき改正を要望する。
1 法人実効税率のヨ|き下げ
国際競争力強化の観点から、法人実効税率を欧州、アジアの主要国並み の 200/。台
に早期にヨ|き下げること。



2 中小企業の軽減税率の 150/。本則化と適用課税所得のSIき上げ
中小企業に適用される軽減税率の特lSJ1 5%を 時限措置ではな <、 本貝」化する
よう求めるとともに、昭IE166年以来、800万円以下に据え置かれている軽減税
率の適用所得額を少な<とも1,6①①万円程度に31き上げること。
3 確定申告書提出期限の延長
決算事務については、諸手続等のため 2か月以内で完了することがなかなか困難であ
り、法人税の確定申告書の提出期限を事業年度終了後 3か月以内に延長すること。4 企業会計と税法会計に1つ しヽて
企業会計、税法会計ともに「一般に4公正妥当と認められる会計処理の基準に従
う」とする共通理念を有しており、税法会計も司能な限り企業会計に近づける会
計処理とすること。

第二 個人所得税制について
税率構造の累進緩利や諸控除によ窃萌得課税の負担は軽減されてきて
おり、国際的に見ても低しヽ水準となってきていた。しかし、配偶者特別控
除の制度の縮滅、定率減税の廃止、年金課税の見直し等で個人の税負担は増加し
てしヽる。公平・中立・簡素の三原只」に立って、広<薄 <公平な税負担になるよう
税率構造の更なる見直しを要望する。
1 税率構造の更なる是正
平均的所得水準が1医下しており、高額所得層と平均的所得層との所得格差が拡
大していること等から、税率構造の更なる是正が必要である。
2 諸控除等の見直し
(1)各種控除制度を見直し、簡素化すること。
(2)それにより税負担が1重 <なり過ぎる場合は、基礎控除ヨ|き上げ等により調整す
ること。

第三 消費税制について
消費税率については、平成 26年4月 1国 より8°/。にヨ|き上げられ、平成27
年 l①月 1日 には 10°/。にSIき上げが予定されてしヽる。危機的な財政状況、少子高
齢化による財政需要の増大を者えるとこ]|き上げはやむを得なしヽが、ヨ|き上げにあ
たつては徹底した行財政改革を実施し歳出入の見直しを行うこと。更には、実施
時期についても景気への配慮が必要である。

また、低所得者対策等につき充劣な検討を行い、国民の理解を得られるよう努めるこ
と。配のについては、地方消費税の配分率を高め大都市との税収格差に悩む地カ
ヘの手厚い配分制度の確立を要望する。

第四 相続税制について
相続税の負担率は、すでに先進主要国並みであることから、これ以上の課税強
化は行うべきではない。

贈与税は、経済活性化に資するよう基礎控除をヨ|き上げるなど見直すべきである。
事業承継税制については、納税猶予制度の要件緩不□や手続きの簡素化など、制度の使
い勝手を高める見直しは行われたが、従来からの要望事項である非上場株式の評
価力法を見直す減額措置の拡充につしヽて、尋|き続き要望する。

第五 地方税制について
1 固定資産税評価方法について



固定資産税につしヽては、地価の下落にもかかわらす地価実勢等から見ても税負
担が重<なっており、評価方法や課税方式の抜本的な見直しが隊要である。
(1)地価の評価につしヽては、現在、国土交通省、総務省、国税庁がそれぞれ目的に
応じた評価をしているが、評価体制の一元化を含め、行政の効率とコス ト肖」減に
努めるべきである。

(2)土地の評価は、その土地の示」用価lLSをみて「収益還元価格」で評価するよう改
めること。

(3)居住用家屋につしヽては、現在、再建築価格方式で評価しているが、これを建築
後の経過年数や処の価格を基準に評価する方法に改めること。事業用については
「収益還元価格」で評価するようにすること。
2 事業所税について
事業所税は、固定資産税との二重課税的な性格を有すること、市町村によって徴
収の有無があるなど不合理・不公平な実態があり、廃止すべきである。
3 外形標準課税について
資本金 1億円超の法人については、既に平成 16年度から適用されたが、経営基
盤の弱しヽ中」ヽ企業に対しては従来通り対象としないことを要望する。
4 不動産取得税の減税につしヽて
土地の流動化を推進するため不動産取得税の減税を要望する。

また、不動産業者が商品として取得する物件につしヽては、保有の期間
を限定し非課税とすべきである。

第六 環境税術」につしヽて
環境税につしヽては、法定外目的税として環境を理由に導入が検討されているが、
税の使途やC02削減効果等につしヽては明確でない。将来、導入される場合はミ
既存のエネルギー関係税や特定財源制度等、税制全体の中で慎重に対応すべきで
ある。また、C①2を吸収する森林を保有する地方には税の還元を考慮する。ま
た、国連機関IPCCの地球温暖化についての基礎資料となる矢□見の発表にもヽれが
あり環境税導入に当たっては適正な半」断が要請される。
なお、環境保全に積極的に協力した企業に対する優遇税制の検討も隊要
である。

第七 共通番号制度 |こついて
社会保障・税の共通番暑制度であるマイナンバー制度につしヽては、制度内容を
国民に十の周知し、定着に向けて取り組んでい<ことが必要である。
また、運用にあたっては個人情報保護の徹底に努め、適切な制度運用が行わ
れるよう配慮するとともに、運用コス トに関しても十のな検討が隊要である。

第八 その他
耐用年数の見直しにつしヽては、耐周年数は、物を対象に一律に規定されてしヽる
が、積雪寒冷地にお |サる破損や消耗度合いほ温 8衰地とは比較にならす、特に車、
家屋等につしヽては抜本的に短縮するよう要望する。
なお、海岸地域の塩書につしヽても積雪寒冷地同様に短縮を要望する。



(|□ 剛 事 項 )

第一 法人税関係
1 交際費課税の見直ヒノ
交際費は企業の経営上必要不可欠の経費であることから、平成26年度税制改
正でも特例措置が拡充・延長されたが、更に資本金規模に関わらす全ての企業を
対象とすること。

2 役員給与の損金算ヌ、の拡充
現行制度では、役員給与の損金算入の取扱しヽが限定されており、特に報酉)‖等の

改定には厳しい制約が課されている。職務執行の対価であり、原貝」損金算入でき
るよう見直すこと。
3 葛1当金の損金算入
(1)退職給与SI当金は、‖ヽ子来確実に発生する債務をヨ|き当てるものであることから、
その繰入につしヽて損金算入を認めること。
(2)賞 5ヨ 1当金は、潜在的には各月に発生する末払い費用としての性格を有している
ことから、その繰入につしヽて損金算入を認めること。

4 無形減価償却資産の償却期間の短縮
電算機ソフ トウェアは5年償却となっているが、技術進歩が早しヽため期間を3年
とすること。

第二 所得税関係
1 土地・建物等の損益通算
土地・建物等の譲渡により生じた譲渡損失の損益通算及び繰越控除を認めること。
2 不動産所得の負債禾」子の損益通算
土地等に係る負債禾」子については、不動産所得の計算上生じた損失がある場

合に、他の所得との損益通算が認められなしヽこととなっている。
これはバブル期の措置として設けられたものであり、大きく環境が変わつていること
から損益通算を復活させること。

第三 相続関係
1 贈与税配偶者控除のヨ1上げ
昭禾□63年以来据え置かれてしヽる居住用不動産の配偶者控除額を2,O①O河円

から3,①O①万円にSiき上十ザること。
2 保険金・死亡退職金の非課税限度額ヨ1上げ
法定相続メ、1人500万円を 1,①①O石円にSIき上げること。
3 相続開始後に発生する相続に伴う費用 (遺言執行費用、税理士・弁護士報酉)‖
等)は、相続税の課税財産から控除すること。

第四 間接税関係
l E口紙税の改正
印紙税につしヽては、電子取SIの拡大や手形決済の省略など取ヨ1慣行の変

化に伴しヽ課税根拠が喬薄化している。文書作成の有無による課税は公平
性を欠<ことから廃止すること。

以上



法人会の税制改正に関する提言の主な実現事項

平成27年度税制改正では、現下の経済情勢等を踏まえ、デフレ脱却・経済再生を
より確実なものにしていくため、①成長志向に重点を置しヽた法人税改革や高齢者層か
ら若年層への資産の早期移転を通じた住宅市場の活性化等のための税制上の措置ミ②
地方倉」生に取り組むため、企業の地力拠点強化、結婚・子育ての支援等のための税制
上の措置などが講じられました。さらに、経済再生と財政健全化を両立するため、消

費税率の 10°/Oへのヨ1上げ
｀
B寺期が平成29年 4月 1日に延期されました。

法人会では、昨年9月 に「平成27年度税制改正に関する提言」を取りまとめ、そ
の後、政府・政党・地力自治体等に提言活動を積極的に行つてまいりました。今回の

改正では、法人実効税率のヨ|き下げなど法人会の要望事項の一部が盛り込まれ、以下
のとおり実現する運びとなりました。

[法人課税 ]

1.法人税率
法人会提言

(法人実効税率 20%台 の実現 )
改正の概要

(1)我が国の立地条件や競争力強化

などの観点から、法人税率のさら

なるヨ|き下げを行い、早期に欧州‖、

アジア主要国並みの2① %台の実
効税率を実現するよう求める。

(2)代替財源として課税ベースを拡

大するに当たっては、中」ヽ企業に

十劣配慮すべきである。

法人税率 (現行 25.5%)が 23.9%に 31
き下げられました。また、欠損金繰越控

除制度、受取配当等益金不算入措置、租

税特別措置の見直し及び外形標準課税の

拡大など課税ベースが見直されたことに

より、法人実効税率 (現行 34.62%)は

平成 27年度が 32.110/。、平成 28年度
が 31.33°/。に喜|き下げられます。なお、

見直しに当たっては、中小企業への影響

に配慮 した大企業中心の改革となりまし

た。

2.中小企業の活性化に資する税制措置
法人会提言

(中小企業の軽減税率の本則化と適

用所得金額の 31き上げ )

改正の概要

中小法人に適用される軽減税率の

特例 16%在 時限措置 (平成 27
年 3月 31[ヨ まで)ではな <、 本

申小法人の軽減税率の特例の適用期限

が2年延長されました。



貝」化するよう求める。なお、直ち

に本則化することが困難な場合

は、適用期限を延長すること。

また、昭木□56年以来、 8① O
万円以下に据え置かれてしヽる軽減

税率の適用所得金額をミ少な<と

も 1,6① ①厄円程度にヨ|き上げる

よう求める。

[事業承継税制]

法人会提言

(相続税、贈与税の納税猶予制度に

ついて要件緩不□と充実 )

株式総数上限 (3分の 2)の撤廃
と相続税の納税猶予富」合 (80%)
を l① ①%にヨ|き上げ。
死亡時まで株式を所有しないと猶

予税額が免除されない制度を、 5

年経過時点で免除する制度に改め

る。

対象会社規模を拡大する。

[復興支援のための税制上の措置]

法人会提言

(震災復興 )
改正の概要

・被災地における企業の定着、雇用

確保を図る観点などから、実効性

のある措置を講じるよう求める。

福島の復興・再生を図り、近い将来の避難

解除区域等内での事業再開を支援するた

め、①準備金を積み立てた際に、その積立

額を損金算入することができるとともに、

②準備金を取り崩して再開投資を行う際

に特別償却できるよう、税制上の措置が講

じられます。

先代が存爺中、経営承継受贈者 (2

代目)が後継者 (3代目)に再贈与
した場合、その後継者が贈う税の納

税猶予制度の適用を受けるときは、

その適用を受ける特例受贈非上場株

式等に係る猶予税額は免除されま

す。

中小企業における経営の承継の円滑

化に関する法律の改正を前提に、認

定承継会社等に係る認定事務が都道

府県に移譲されます。



3.地域の経済社会環境の整備・改善を図るための事業
(1)平成26年度の経営支援に関する研修会の実施状況は下記のとおり。

頂目別研修会開催状況
テーマ      参加人員   実施回数   講師名 (敬称B各 )

上杉謙信の関東遠征と瀬波郡の国人領主たち   村上市lgl土資料館
57 1 館長 佐藤 耕太郎 氏

村上市消防署荒川分署 救命士
1

AED講 習会
23

緑茶と生活習慣痛対策～がん予防作用を中心に 静岡理工科大学総合技術研
究所客員教授・静岡県立大学名誉教授 小囲 伊太郎 氏

58     1

介護が隊要に1なった時の対処法～介護の実態を探る 大妻女子大学名誉教i受
93 1    是枝 祥子 氏

TVから学ぶコミュニケーション術 テレビ新潟アナウンサーアナウンス部
7     1  部 長 堀 敏彦 氏

健康づ<り講習会～ |いと体の トレーエング～  フラダンス講師
18     1     大滝 恵子 氏

原子力発電所の現状について         東京電力担当者
15      1

子どもたちから学んだこと～子供は未来の宝物～

28     1
工藤 ひとし 民

産婦人科医から間<男と女の更年期 村上保健所長 佐々木 綾子 氏
27     1

とき   言十 326人 9回

(2)研 1参用資料の配付・貸出
経営セミナーに関する教材や資料は経営情報の周知には財要であり、研修会の
開催時等に各種テキス ト等を会員及び一般市民に配布し、またDVDの 貸出を行
いました。

配布・貸出した資料等

1.パンフレット「法人会の福利厚生帝」度」
2.「法人公のご案内」リーフレット

12



(3)社会貢献活動
イ.社会貢献活動特居隅 演会
福祉施設での夕牙ル不足を、一般市民にも広くB平びかける目的で、年 1回
地域貢献活動による特別講演会を開催し、入場無料でタイル提供お願いした。
日 時  平成27年 3月 11日 (水 )
会 場  大観荘せなみの湯
テーマ  「緑茶と生活習慣病対策～がん予防作用を中心に」
講 師  静岡理工科大学総合技術研究所客員教i受 小囲 伊太郎 氏

□.社会福祉施設慰問訪問
地域貢献活動による特局」講演会等で集まった夕牙ルなどを持参して特別
養護老人林―ムなどの福祉施設の慰問を実施した。
日 時  平成26年 10月 22日 (水 )
会 場  特別養護老人ホーム「ゆり花園」
内 容  夕牙ル (7① O枚)。 お手玉 (100個 )等の贈呈

女性部会員等による民謡・ 日本舞踊・フラダンス等の演去慰問
参加者  19名

ハ.環境美化活動
「花いっぱい活動」と題して、朝日地区内の一人暮らしの高齢者約 50名
に鉢植えの花を届け慰問した。

また、特別養護老人ホームや知的障害者i受産施設などにも、施設利用者や
来所者に鑑員してもらうようプランター植えの花を届けた。

三.税金クイズの実施
山北地区で行われた各種イベントの際、税金クイズを実施。身近な事 lp」を
クイズにして、小学生から六人まで数十名が参加して好評でした。

3.共 益 関係
1。 会員支援のための親睦・交流及び福利厚生に資する事業

(1)組織の強化・充実
会員増強につしヽては、経済の低迷が長期にわたり続しヽたことから、廃業等
による会員の減少傾向が続いてしヽます。
平成26年度は、共益 (組織)委員会を中心として会員増強を図るために獲
得目標を「 6社」としました。末加入法人名簿をもとに、各支郡とも役員会を
開しヽて取り組み、未加入法人先を回りました。
併せて、税務署 。税理士会・法人会役員との三者懇談会を開催し、会員増強
の推進につしヽて要請をし、会員増強に取り組みました。
なお、蕎年部会及び女性部会、保険会社3社にも協力を要請しました。

平成27年 3月 31日現在
支郡局」 期首会員数 期中加入 期中退会 期末会員数 加入率%
関 48 2 46 65.7
甚 87 1 2 86 68.3
神 林 51 51 41.8
本]  JL 253 3 9 247 52.7

０
０



朝  日 53 1 52
』出  引ヒ 58 1 58 6① .4
農 協 2 2 l ①①o ③
一〓

□ 552 5 15 542 55.5

主再

事  業  名        開催回数   出席者数
部会    通常総会           1      14

研修会の開催 6 40
会議の開催 1 1 ①

その他会議 2 2
女性部会    通常総会 1 2①

研修会の開催         7
会議の開催          5

1 29
3①

その他会議 2      43
支  部    通常総会 5     143

研修会の開催

会議の開催

2 368
1571 8

動
係
活
関
（
ム
△
蚕

部
部
性
年
女
青

年
イ
主円

(2)部会等事業の充実

「租税教育活動」は、青年部会の活動の柱として租税教室の開催を更に充実
するために租税教育講師研修に参加し、租税教室の進め力として実践報右や一
般教養講話、学習指導要領等における租税の扱しヽなどにつしヽて指導を受け、租
税教育教材や一億円レプリカなどを用いて管内の小学校 13校6年生 (433
名)を対象に租税教育活動を実施した。

□.女性部会関係
福祉施設の慰間におしヽて特別養護老人ホーム「ゆり花園」を訪問して民謡・
日本舞踊・フラダンス等の演去と併せて収集したタイルなどを寄贈 tノたほか、
「牙りエンタルカーペット視察とバラ園・魅懐葛」として山形力面を視察研 1タ
し、また、2年目になる「税に関する絵 l~4がきコンクール」を充実するため、
表彰式を実施し、岩船小学校他5校の児蓋が受賞しました。

青年部会・女性部会 会員数

支言隅」
青年部会 女性部会

期  首 則  末 期  末
関 川 5 5 7 r

り1し 6 6 8
千甲  不不 6 b 4 3

不]  」二 16 15 21 21
朝  日 r 7 8 l①
山  】し 4 4
十 44 42 59 60

(3)福利唇I生二事業
福利厚生制度を取り巻<環境は、厳ししヽ経済状況や会員企業の保険に文」する
意識の変化等により、依然として厳しい状況が続いています。

しかし、全法連の福利厚生制度は会員にとつても、また各法人会にとつても

会員増 3金、さらには法人会の財政基盤の安定化に大きなメリットをモ)た らすも

14



のであり、厚生委員会が中|いとなって活動を展開しました。

イ.法人会福利厚生制度連絡協議会の開催

福菊全奎綿窪屋括偏聖蜃塞型罷麗話蜃
険三社との連携を密にするため、法人会
|し
た。 (H26.12,9)

□.保険三社の加入状況について
ビジネスガード

4.90/。

(4)会員支援事業
会員企業の経理担当者の表彰
・勤続 10年以上の経理担当者及び指導的な立場で社長が特に推薦する人を
対象に毎年11回表彰を行しヽました。

優良経理担当職員表彰式 (/AN益社団法人第 2 EDEl通常総会 3寺 )。開催日 平成26年 6月 l① 日
・場 所 大観荘せなみの湯
・受賞者 2社  2名   (順 不同・支き8別・敬称略 )

堀  恵都子   新渇巧演」(株) 荒 )||
板垣 恵里子   新潟三桂 (株) 山北

表彰の趣旨 (優良経理担当職員表彰規程)
今日企業の経営にとって経理と税務はきわめて大きなウェートを占めてしヽる
ことはしヽうまでもなく、経理担当職員は、最も中枢的なきB門を担当しているもの
で、その資質の良否が企業の伸長に直接影響するところが甚だ大きしヽ。これらの
職員の内、功労謙虚な者を表彰し、その労苦に報い、今後とも企業の発展に努カ
されるよう大しヽに期待するものである。

4.管 理 関係
(1)事務運営体制の確立
公益法人帝」度改革を踏まえ、諸規程の整備を図り、法令に基づ<適正な情報開
示に努める。さらにホームページなどを活用して、一般市民に対して情報の発信
や会活動のPRを図りました。

(2)諸会議等の開催状況

イ.平成26年度・ (公社)第 2回通常総会
日 時 平成26年 6月 l① 日 (火 )
会 場 大観荘せなみの湯
出席者 93名 (うち会員73名 )委任状232名
議 題 報告事項

卜1273月末現在 経営者大型保障制度 がん保険制度

会員加入率

加入企業数



(1)理事会承認事項
平成25年度事業報告
平成26年度事業計画及び収支予算
(2)その他
決議事項

第 1暑議案 平成25年度決算報告承認の件
第2暑議案 会費規程の一部改定の件
第3暑議案 その他

表彰式  ・優良経理担当職員表彰
・退任事務局長感謝状贈呈 (村上税務署長表彰 )

記念講演会

テーマ  「介護が隊要になった時の対処法 ～介護の実態を探る～」
講 師  是枝 祥子 氏 大妻女子大学 名誉教授

□.理事会
(第 1回 )
日 B寺 平成 26年 5月 13日 (火 )
会 場 村上商工会議所
出席者 28名
議 題  (1)平 成25年度事業報告承認につしヽて
(2)平成25年度収支決算承認につしヽて
(3)総会出席者通知及び委任状のFAX送信受付について
(4)その他

(第 2回 )
日 時 平成 26年 8月 29固 (金 )
会 場 留」烹 善蔵
出席者  19名
議 題  (1)平 成26年度会員増3会運動について
(2)その他

(第 3回 )
日 時 平成27年 3月 11日 (水 )
場 所 大観荘せなみの湯
出席者 16名
議 題 (1)平成27年度事業計画・予算 (案)について
(2)平成26年度「優良経理担当ret員表彰」 。平成27年度「全法
連・県連功労者表彰」の選者報告について

(3)会員増強運動の結果報告につしヽて
(4)その他
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ハ.正副会長会議
(第 1回 )

日 時 平:成26年 11月 26□ (水 )
場 所 村上商工会議所
出席者 16名
議 題  (1)今 後のスケジュール等について
(2)会員増強運動について
(3)役員改選につしヽて
(4)支苫8活動につしヽて

(第2回 )

日 時 平!成26年 12月 5日 (金 )
場 所 村上商工会議所
出席者 12名
議 題  (1)組 織の見直し
(2)活動方針
(3)役員改選につしヽて
(4)その他

(第3回 )

日 B書 平:成27年 1月 27日 (火 )
場 所 居酒屋一b
出席者 11名
議 題  (1)事 務周長の人事につしヽて
(2)役員改選について
(3)組織の見直し活動力針について

三.総務広報委員会
(第 1回 )

日 時 平成26年 7月 3日 (本 )
会 場 本」上商工会議所
出席者 14名
議 題  (1)「 村上法人会だより」第48,49暑 の発行について
(2)平成26年度「優良経理担当職員」の表彰につしヽて
(3)その他

(第2回 )

日 時 平成 27年 1月 27日 (火 )
会 場 居酒屋 一心



出席者  19名
議 題
(1)平成26年度「優良経理担当職員」被表彰者の選者について
(2)平成27年度「全法連功労者表彰」及び「県連tEM労者表彰」候補者選
について

(3)今後の理事会の開催日程について
(4)その他

ホ.共益 (組織)委員会
(第 1回 )

日 Bき 平!成 26年 7月 16日 (水 )
会 場 本ヨ上商工会議所
出席者  12名
議 題  (1)平 成26年度大型保障制度推進施策について
(2)平成26年度会員増強運動につしヽて
(3)その他

(第2回 )

日 時 平成 26年 11月 26日 (水 )
会 場 村上商工会議所
出席者  16名
議 題  (1)今 後のスケジュール等について
(2)会員増強運動について
(3)役員改選について
(4)支部活動について
(5)その他

(第 3EDEl)

日 時 平成 27年 1月 27日 (火 )
会 場 居酒屋 一1断
出席者  19名
議 題  (1)平 成 26年度会員増強運動の結果について

へ。公益委員会

(第 l EDEl)

日 時 平成26年 7月 3日 (本 )
会 場 村上商工会議所
出席者  14名
議 題  (1)視 察研修 (案)について
(2)平成26年度研修活動について
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(3)その他

卜.厚生委員会
(第 1回 )

国 B書 平成 26年 7月 16日 (水 )
会 場 村上商工会議所
出席者  12名
議 題  (1)平 成26年度大型保障制度推進施策につしヽて
(2)平成26年度会員増強運動について
(3)その他

チ.税務署 。税理士会・法人会役員三者懇談会
国 時 平成26年 8月 29日 (金 )
会 場 書」烹 善蔵
出席者 25名 (うち税務署 2名、税理士会 6名 )
懇談会  ・会員増 3台の推進について

り.含同役員研修・福利厚生制度連絡協議会
日 B寺  平成26年 12月 9日 (火 )
会 場  大観荘せなみの湯
出席者  51名
研 修  第 1部  福禾」厚生制度連絡協議会

(1)大同生命保ln~側新潟支社より説明
(2)AI∪ 保険会社新潟支店より説明
(3)アフラック新潟支社より説明

第 2部  税務研修
テーマ i「税よもやま話～税大研1シ所と若手蕎成経

験談など～」

講 師 : 村上税務署長 宮澤 一成 氏

叉.その他行事・会議等参加
(1)同法連・全法連関係会議
1) 全法連 女性フ牙―ラム香川大会
日 Bき 平!成26年4月 l①日 (木 )
会 場 サンポール香川
出席者 2名
議 題 女性フィーラム

2)関東信越法人会連絡協議会通常役員総会
固 B寺 平:成26年8月 21日 (本 )
会 場 さしヽたま市 パレスホテル大自
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出席者  3名
議 題 ① 平成25年度事業報告並びに収支決算報告の承認について
② 平成26年度事業計画 (案)並び収支予算 (案)の承認につしヽ
て

③ 役員の一吉8変更 (案)の承認につしヽて

3)全法連 第31回法人会全国大会
日 時 平成26年 l①月16日 (本 )
会 場 栃本県総合文化センター
出席者 1名
議 題 記念講漫会 式典

4)全法連 第28□法人会全国蕎年の集しヽ「秋田大会」・吉8会長サミット
日 Bき 平成26年 11月 20日 (木)～21日 (金 )
会 場 秋田県民会館他
出席者 1名
議 題 ① 租税教育活動プレゼンテーシヨン

② 部会長ウエルカムパーァィ
③ 部会長サミット
④ 大会式典・記念講演会

5)事務局担当者研1場会
日 時 平成26年 12月 1日 (月 )
会 場 ブリランテ武蔵野
出席者 1名
言義 匙ヨ 石汗1場会

6)全法連主催・税制委員セミす―への参加
固 時 平成27年 2月 17日 (火 )
会 場 ハイアットリージェンシー東京
出席者  1名
議 題 第 1講座

演 題  「平成27年度税制改正について」
講 師 財務省大蔵宮房審議宮
第2講座
漫 題  「税制改革によつて経済に好循環を」
講 師 ―橋大学大学院経済学研究科 特任教授 日近栄治 氏

(2)県連関係会議
1)県 連 :理事会
日 時 平成26年6月 3日 (火 )
会 場 新潟法人会館
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出席者 2名
議 題 ① 通常総会に提案する議案の審議
② 県連功労者表彰について   ③ その他につしヽて
報告事項

① 全法連功労者表彰について
② e―Tax推進表彰について
③ 福禾」厚生制度推進表彰について
C)その他につしヽて

2)県 連 !税制委員会
国 時 平成26年6月 12日 (本 )
会 場 法人会館
出席者 1名
議 題 0 全法連税制委員会の報告について
② 税制改正に関するアンケート調査結果につしヽて
⑤ 平成27年度要望書作成のための審議につしヽて

3)県 連 :第2回通常総会
日 B寺 平成26年6月 17日 (火 )
会 場 ホテルイタリア軒
出席者 8名
報告事項

0 理事会承認事項
平成25年度事業報告
平成26年度事業計画
平成26年度収支予算

決議事項

第1暑議案 平成25年度決算報告承認の県
第2暑議案 その他
県連功労者表彰式     板垣 一夫
福利厚生制度推進表彰式  村上法人会
県連感謝状       佐藤 正業治

4)県 連 i第 1回事務周長会議
日 時 平成26年 8月 28日 (木 )
会 場 ANAクラウンプラザホテル
出席者 1名
議 題 0 全法連専務理事等会議の伝達につしヽて
② 助成金関連事務について

ワ
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:理事会

平成26年9月 10日

新潟イタリア軒

2名

0 規程類の制定・改正
② 平成27年度税制改正要望
③ 6月末の会員数報告会員増強運動
④ その他

青年部含同セミナー

平成26年9月 26日 (金 )
アオーレ長岡

4名

講演会「農災を乗り越えてJ 講師 沢日知電子 氏

女性部連絡協議会合同セミナー

平成26年 l①月7日 (火 )
十日町クロス l①

l③名

① 式典 ② 記念講浸

i3年 l①億円増収計画推進会議
平成26年 11月 14日 (金 )
新潟グランドホテル

3名

① キック牙フ会議
② 決起集会

年末特別講演会

平成26年 12月 11日 (木 )
ANAクラウンプラザホテル
8名

「激動する世界～日本の針路を考える」

: 事務同長会議

平成26年 12月 12日 (金 )
ANAクラウンプラザホテル
1名

O 全国専務理事会の伝達

９

０

９

々



11)県  連 :総務委員会
日 B寺 平成27年 1月 29日 (本 )
会 場 ANAク ラウンプラザホテル
出席者 1名
議 題 ① 第3□理事会に提案する議案の審議
② その他

12)県  連 :関東信越国税周幹部との協議会・理事会
日 B寺 平!成27年2月 l①日 (火 )
会 場 蒙i映ホテル
出席者 2名
議 題 ① 国税周からの議題 ② 国税周からの周矢□事項
③ 各単位会の活動報告及び国税局への質問・要望事項
C 意見交換

13)県 連 i事務周セミナー
日 時 平成27年 3月 9日 (月 )
会 場 ハィアットリージェンシー東京
出席者 1名
議 題 ① 適正な会運営につしヽて
② 監事監査マニュアルを中|いにマイナンバー制度について

(3)岩船地区租税教育推進協議会定期総会
日 時 平成26年 5月 26日 (月 )
会 場 村上市生涯学習推進センター
出席者 1名
議 題  (1)平成25年度事業報告について
(2)岩船地区租税教育推進協議会会貝」改定について
(3)平成26年度事業計画 (案)につしヽて
(4)その他

(4)管内税務団体連絡協議会総会
日 時 平成26年 6月 4日 (水 )
会 場 村上税務署
出席者  1名
議 題  (1)平 成25年度事業報告及び収支決算報告について
(2)平成26年度事業計画 (案)及び収支予算 (案)につしヽて
(3)役員改選について
(4)その他

９
じ
９

０



(5)管内税務国]体連絡協議会第 1回運営委員会
日 時 平成26年 l①月 22日 (水 )
会 場 村上税務署
出席者  1名
議 題  (1)平 成 26年度「税を考える週間」行事の参加について
(2)「税に関する作文」の記念品の贈呈について
(3)その他

(6)「税を考え.る週間」「納税表彰式」
国 時 平:成 26年 11月 13日 (木 )
会 場 村上市民も、れあいセンター
出席者 40名
納税表彰式

○ 村上税務署長表彰 本会女性部長 竹内 伊津子 氏
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【理事会承認事項】平成27年度事業計画

平成27年度事業計画
自 平成27年 4月 1日～至 平成28年 3月 31日

1 活動の基 本方針
公益法人制度改革に基づき、公益社団法人への移行後 3年目となる平成27年
度は、あらためて「法人会の原点」に立ち返って、税の啓発活動、税知識の普及、
納税意識の高場に努め、税制 。税務に関する提言を行いミもつて適正・公平な申
告納税制度の維持・発展と税務行政の円滑な執行に寄与すると共に、さらに地域
に密着した社会貢献活動に積極的に取り組み地 1或企業と地域社会の健全な発展に
貢献することを本会の基本方針とする。
また、そうした事業活動を一層充実したものとするためにも組織・財i政基盤の
充実・強化が隊要であることからヨ|き続き会員と曽強活動に力を入れるとともに、
会員相互の交流を一層深め体制の確立を図り、以下に掲げる諸施策に取り組むこ
ととする。

正 三 な事 業計画
1.税を巡る諸環境の整備・改善等を図るための事業

(1)税に関する研修・セミナー開催事業
一般の企業及び市民、会員に対する税知識の一層の普及啓発を図ることとし、
研修教材や資料の配布を行うなど、会員を含めた多くの方を対象として、税務
に係る幅広い知識の普及や経営財政を取り巻く諸問題の改善を目的とした研
修会やセミナーを開催することとする。

(2)講演会開催:事業
会員企業及び市民に政治・経済学者・ジャーナリス ト等の視点を変えた税制
に関する者え力を間くことで、税知識の普及が多近に感じるようにするなど、
市報や地元紙に広報 して広 <参加を募リテーマに即 した話演会を開催するこ
ととする。

(3)租税教育事業
村上税務署管内の小学校を対象に当会青年吉B会員が講師となり、「租税教室」
を行い、税金:の課税される仕組みや使われ方、税の大切さをヨ近な事例で説明
し、税の大切さを理解していただくこととする。また女性部会による税に関す
る「絵はがさ|コ ンクール」を行い、税に対する理解と関心を深めてもらうこと
とする。

(4)税の広報活動事業
改正税法や税務申告の情報に対する早期対応と同知及び「e―Ta×」の普及に
資するためのPR)古動など利用促進を促すことや、会のホームページ股び広報
誌において、改正税法や税務申告の情報を掲載し、公共施設や金融機関窓□に
配置して多くの市民の力々へ税務情報を周知する。また、イベント会場などで、
税に関するクイズや日本の税制をマンガで説明した冊子を配布するなど、市民
から税に関|いを持つてもらう事業を実施することとする。



e― Taxの 普及推進に協カ
e― Tax禾」用推進計画 (目標 )

開始届出書提出書」合 届出書提出先利用害」合 禾」用書」含

事務周 l① ①%提出済 l① ①%継続禾」用 l① ①%
役  員 100°/O l① O°/O l① O%
役員企業 100°/O l① O°/O l① O%
会  員 100% 90°/。 9①ラ/O

(5)税の調査研究 (支援を含む)及び社会への提言事業
財政の再建と社会保障給付の安定財源の確保について改革の道筋が求めら
れている。また、人□減少と超高齢化社会等の経済社会の構造変化にも対処し
てい<必要がある。このため、本年度も「今後の望まししヽ税制のあリカ」を基
本テーマに設定し、中小企業の活性化に資する税制をはじめ、税の牙ピニオン

リーダーとに/て税制に対する意見集約を行つて提言を行うことし、法人各社ヘ

税に対するアンケー トを行しヽ、その意見・要望をもとに税制改正要望を取りま

とめて国会、地方議会、関係宮庁に向けて提言を実施するものとするL

(6)企業の税務コンプライアンスの向上
企業の内部統制の強イしや経理水準の向上は、企業の成長や税務リスクの軽減
のために重要であることから、国税庁・日税連・全法連の 3者で作成を検討し
てしヽるツール (自玉点検チェックシート・ガイ ドブック)を活用し、企業の税
務コンプライアンス向上に積極的に取り組む。

2.地域の経済社会環境の整備・改善等を図るための事業

(1)講演会・セミナーの開催事業
地 i或社会への政治経済の情報、健康情報、癒される機会の福祉的情報等の講

演会や地域経済の発展に繋がる実務セミナーの開催で、地域社会の活性化や地

域経済の改善に役立つこととし、法人及び一般の方を対象として、行政関係者、

医師、経営実務コンサルタント、芸術家等広範囲なの野の専門家を講師に迎え、

講演会・セミナーを開催することとする。

(2)地域の福祉問題や環境問題などの改善に資する事業
不要とな宅)た夕牙ルを回収し、福祉・医療現場での再利用や、河川などの清

掃活動、また花の鉢植えを配布し環境美化活動に取り組むことで、福祉問題や

環境問題の改善に役立つこととし、地域社会貢献活動特局」議演会開催 Bきなどで

集めたものを特別養護老人ホームなどの福祉施設に寄贈し再禾」用 していただ

くとともに女性部会員による演去慰間を実施することとする。

3.会員支援のための親睦・交流及び福利厚生に資する事業

(1)組織の3翁化・充実
公益性拡大の観点から、会の組織基盤強化・維持を図るため会員数の確保に

向けて、組織目標の設定や諸施策を実施し、「会員増強月間」におしヽて法人会



一丸となつた会員拡大の取り組みを行う。また、極めて厳しい社会・経済状況
の下、会員数の減少傾 FB」が続しヽており、組織の強化・充実を図るため、役員の

率先した参画や指導のもと新規加入の推進を行うとともに、会員の退会防止策

等、より効果的な対応策を展開する。法人会事務周の基盤強化、職員の資質・

技能向上を目的とした全法連・周連・県連が主催する事務局セミナーの参加に

努めることとする。

(2)広報活動の充実
法人会の矢B名度向上・活動内容の周矢B・ 会贅が高いと誤認されていることな

どの解消を図り、会員増強等に資する広報活動を充実させとともに、法人会内

部のコミュニケーションギャップの解消に努める。

このため、全法連や県連の行うポスター・ラジ牙CM・ 新間広告によるPR
の協力を図るほか、ホームページの充実、マスコミ等に対するパブリシテイ向
上に努める広報活動を展開する。また、各種リサーチ、統計、市場調査等を実

施するなど、より訴求力のある内容とすると共に青年部会員を対象としてスタ
ートしたアンケー ト調査システムの拡大、中長期的にガイ ドブックや統合プラ

ットフ刀―ムの構築を目指すものとする。

(3)青年・女性部会の充実
O青 年部会活動の大きな柱である「租税教育活動」及び「部会員増 3釜運動」
については、目標数値を設定の上、より積極的な展開を図る。また、蕎年苫B

会員を対象として実施するアンケート調査システムの首及・活用に努める。
12「女性部会のあり方 (指針)」 に沿って、部会員の資質向上と法人会活動
の充実・)高性化に努める。また、税の啓発活動として小学生を対象とした「税

に関する絵はがさコンクール」や社会貢献活動を積極的に進める。

(4)法人会会員の福禾」厚生のrBa上に資することを目的とする事業
法人会の福利厚生制度を取り巻く環境がますます厳 しさを増 している状況
のもと、ヨ|き続き取り扱しヽ三社との連携を一層強イししつつ、福禾」厚生制度の円

滑な運営と財政基盤の安定化のため、会員企業に対する力B入率向上に努め、会

員の企業価値を高めることにもなる福利厚生事業の充実に努める。具体策とし

て平成26年度を初年度とする「全法連 。3年 10億円増収計画」の推進を図
る。

4.本会の組織を充実し、全国法人会総連合・新潟県法人会連合会及び反誼団体と
の連携 3会イしを図る事業

会員支援のために、会員の輪を広げ
｀
るために、異業種交流の一環として、会員

間の情報交換や相互の親 8室事業を行うほか、会員等に限定した研修会議習会など

の事業を行う。

また、会員企業の経理業務に長年にわたり功労があった者に対し、村上法人会

会長名による優良経理担当職員表彰状と記念品を贈り、一層の納税協力活動の推

進者を育成するとともに、広く社会に納税の重要性を広報することとする。

5。 本会の活動に関係する諸官公庁との連携を図る事業

6。 その他、本会の目的達成に必要な事業

７

，

ハ
／
」



【理事会承認事項】 平成27年度 収支予算

平成27年度収支予算(損益計算ベース)
平成27年 4月 1日から平成28年 3月 31日



斗 目 当年度 前年度 増 減 備 考
(地域社会経営支援 260,700 215700 45100tl
:場費 75,000 30、 000 45,00C
Ｗ
介 3,000 3000 0
訓 801000 80000 0
委 言 賀 56.700 56,700 0
支 卜負担金 16000 161000 0
l製本費 10,000 10000 0
通信運搬費 20000 201000 0
(地域社会の経済経営に関する教材作成配布事業) 23000 231000 0

:井 費―
―
ィ 3,000 3.000 0

通 信 !搬費 20000 20,000 0
(地域 1会貢献活動事業 ) 283,000 263.000 20,000
会場遅 50,000 30000 20,000
通 ]搬費 20,000 20000 0
;肖 501000 50000 0
諸謝金 150000 1501000 0
本印刷費 10.00tl 10,000 0

3,000 300C 0
(組 哉基盤強化のための支援事菊 330,000 30.0011 300,000
:員増 進 費 250000 201000 230,000
i高 | :運搬費 30,000 51000 25000
委員会運 50,000 5000 45,000
(会 】記 支  援 |事業 ) 55,000 23000 321000
〈
一 表彰 : 事業費 50000 201000 30 00tl

委員会費 5,000 3000 2,000
（不 記交流 事業 ) 950.000 930,000 20.000
会員交流香 950,000 930000 20.000
(会員の福利厚生制度推進に関する事業) 35,00C 35.000 0
福利厚と生事業費 3000C 301000 0
委員会費 5100C 5,000 0
(管理責のうち事業費配賦額 ) 6,303,100 6.635.250 △ 332,150
和錯丼手 4,284,000 4,615,800 △ 331800
福利厚生費 1、050000 1,050,000 0
旅 費 費 336,000 336000 0
通 1言運搬 42,000 421000 0
器備品 42000 42.000 0

,肖 暑 84.000 84,000 0
F口昂J,製刀費 84,000 84000 0
賃借 252,000 252.000 0
】甲 課 i1000 0 100C
払負担 81,900 83250 ∠ゝ 1,35C 県連会費
:払手数料 42.000 4200C 0
賀 4200 4,200 0

管理晏 1,979,800 2.043.000 △ 631200
給 斗手当 816.000 879,200 △ 63、 200
百
田 生 200,000 200000 0
デ歩タ慶弔馨 50000 50,000 0
表彰費 50000 50,000 0

〔
む
ら
こ



前年度 増 減 備 考
425,000 425,000 0
250000 250(000 0
65,000 65000 0

0'41■ 100,000 100000 0
10,000 10000 0
64 64.000 0
8,000 8,000 0

4+ 8,000 8000 0
赤モ品 16000 16.000 0

16、000 16,000 0
48,000 48000 0
250000 250,000 0

20,000 C

8.000 C

800 〔
Ｖ
６
０ C

11,115,300 10990.650 124.650
当 1191960 82.610 37,350

2経常タ 減 の
(1 )縦猪i i外収ネ

固定資j 口

固定資産
経常外 R益計 0 0 0
(2)経常外費用
固定資尼:売却損
同 官 沓 i :除却 】裏

災害 失

経常外 暑用 0 0 0
当期経常外」減額 0 0 0
税 引前 当 親一般正味財産】

百
其 119、 960 82,610 37350

法人税 法人県民税 、法人市 民 ｈ
厄 0 0 0

当 期 一 豊正味財産増減 119960 82610 37_350
t正味財産期首残高 6401568 6,3181958 82610

一般正 1 期末残『 6281608 6.401.568 △ 119_960
I   指貯正昧 :増減 の

一受 ネ甫 力 :等 3,4431500 3437500 6,000
取全法連助成金 3,443,500 3.437500 6,000

一 R 正 味 財産への振替震 △ 31443500 △ 3,437,500 △ 6000
一般正味財産への振 額 △ 31443.500 △ 3,437,500 △ 64000
当期指 ; :正味財産増減 0 0 0
旨貯正け 0 0 0
旨定正電 0 0

Ill   正味財 j 6281608 6,401,568 2ゝ 119960
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